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日本における PB 商品の開発動向と発展可能性 

―国際比較の観点から― 

 

宮 下 雄 治 

 
Abstract 

Private Label has become an increasingly critical brand for retailers, accounting for large shares of 
their sales. Many retailers increasingly create powerful Private Label that can compete with 
manufacturer brands (NB) and meet consumer needs. In some countries they represent more than 
one-third of the CPG(consumer packaged-goods) market. In Japan the Private Label CPG industry 
is worth less than half of that in Europe and the United States. However, Private Label of Japan in 
the most recent years has been showing very rapid growth. The purpose of this paper is to describe 
the possibility and development process of Private Label in Japan, through the comparison with 
European countries and the United States.  

 
 
１．はじめに 
 
平成時代における日本の流通・商業は、かつてない激動と変革の時代を迎えている。その背景には、

バブル経済の崩壊や長期化するデフレ経済、金融危機に端を発した世界同時不況など相次いで発生し

た一連の環境変化のもとで消費需要が長期的に低迷していることが影響している。経済産業省の商業

統計によると、日本の小売業と卸売業の事業所数は平成に入り減少傾向が続いており（図表 1）、この

20 年の間に小売業は約 50 万、卸売業は約 10 万の減少となっている1。このような経済環境ならびに

流通構造の激動は、中小規模の小売業や卸売業に対してだけでなく、百貨店、チェーンストアなどの

大型の小売業や卸売業にも厳しい経営課題を提起させている。したがって、日本の流通・商業は企業

規模の大小、あるいは業種業態を問わず、厳しい環境を克服し、成長発展への軌道を回復するための

高度に戦略的なマーケティングの展開が強く求められている。いうまでもなくマーケティングが目標

とするところは、消費者需要の創造と開拓であり、そのためには消費者のニーズや価値観に適合する

商品を開発し、それを消費者が求める価格や手法で提供していかなければならない。そのようなマー

ケティングの展開はメーカーに限られたものではなく、現代の流通業においてもこれの効果的・効率

的な展開が競争力を決定づける重要な要素になっている。この場合の流通業とは小売業ならびに卸売

業を含んでいる。 

                                                           
1 経済産業省の商業統計表によると、日本の小売業は昭和 60 年の 172 万店をピークとして、その後一貫して減少

傾向にある。平成 19 年度には 113 万店となり、平成時代を中心としたこの 20 年間で日本全体の小売事業所数は

約 3 分の 2（約 60 万店の減少）となっている。日本の小売業は小規模事業所の構成比が高く、就業者規模別でみ

ると就業者数 2 人以下の最も零細小規模店舗が 20 年の間に約 40 万減少している。これらに続いて減少幅が大き

い小売業が 3 人から 4 人の小型店舗であり、これらの零細小型店舗の多くが消費者の近隣に位置し、消費者の日常

生活に利便性を提供してきた。高齢化が進む日本においてこれらの店舗が姿を消すことは社会的にも重要な問題に

なっている。 



－ 118 －

メーカーのマーケティングの基本条件が 4Ps2（Product, Price, Place, Promotion）にあると同様に、

流通業のマーケティングにおいても 4Ps の基本条件を満たすことが重要であり、とりわけメーカーの

Product3に該当する商品開発を流通業のマーチャンダイジング活動の中で今後どのように推進してい

くか、という点が重要な課題となっている。流通業の商品開発となると、流通業独自（オリジナル）

の商品、いわゆるプライベートブランド（以下、PB 商品4）の開発である。流通業の PB 商品は、日

本よりも早い時期に売上高と市場集中度を高めることによって強力なパワーを形成したヨーロッパ諸

国やアメリカの大型小売業で発展を遂げた。そして近年の日本でも、合併統合などで規模を拡大して

きた流通業の多くが、自社の品揃え形成過程において PB 商品の開発に力を入れている。昨今の PB

商品は、店頭での存在感や認知率を高めつつあるが、後述するように欧米諸国と比較すると、製品カ

テゴリーによって差はあるものの日本の普及率それ自体は低い状態にある。これは、小売業界の市場

集中度の違いも大きく影響しているが、それと同時に日本の消費者は依然としてナショナルブランド 

 

図表 1．小売業と卸売業の事業所数 前年比増減率の推移（単位％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：経済産業省「商業統計表」より作成 

 

                                                           
2 マーケティングにおける戦略手段管理（マーケティング・ミックス）に関する議論は、マーケティング研究の黎

明期から展開され、日米の学会双方においてマーケティング研究の中核から外れることなく極めて本質的な議論と

みなされ多くの研究者や実務家によって提唱されてきた。ここに挙げている 4 つの戦略手段は McCarthy(1960)
によって 4 つのＰに類型化され、大きくはこれらの要素がターゲットに向けて最適に組み合わされ動員されていく

べきである、と考えられるようになった。この McCarthy の“4Ps”の発見とその活用方法の提示は、以後のマーケ

ティング研究のデ･ファクト･スタンダードになっている。伝統的なマーケティング・ミックスの概念や現代のマー

ケティング的課題を反映した新しい戦略手段についての検討が有馬（2006）、有馬・宮下（2010）で詳しくされて

いるので参照されたい。 
3 マーケティング・ミックスにおける一般的な Product（製品）の概念には、製品コンセプトの創出を含む製品開

発とブランド化、プロダクト・ライフサイクルを考慮に入れての製品やブランドの維持・管理、製品およびブラン

ドの多様化などが含まれる（上原 1999、p.91）。 
4 PB 商品とは生産者以外が設定するブランドであり、卸売商、小売商などの商業者（再販売業者）などが主体と

なって開発するブランドを指す。PB 商品にはサイズやパッケージを若干変えただけのものもあれば、小売業が仕

様書も書いている場合もあり、開発輸入の一部のように小売業が生産まで管理しているものまで様々である（住谷 
2000、p.130）。 
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（以下、NB 商品）に対するロイヤルティが強いものと解釈することもできる。NB 商品は日本の消

費者にとって不可欠な商品群ではあるが、同時に PB 商品が地域性の反映など消費者のより細かな

ニーズに応えて開発されることは社会的にも望ましいことである。厳しい経営環境に加え、同業他社

との熾烈な水平的競争が展開される中で小売業や卸売業の活性化において PB 商品が果たす役割はき

わめて大きくなっている。 

本論文では、小売業の PB 開発に焦点を当て、日本における PB 商品の今後の発展可能性を探るこ

とを目的に、国際比較の観点から日本と欧米諸国における PB 商品の開発動向と特質についての考察

を進めながら、そのための課題や条件等について幾つかの視点から提言したい。 

 
 
２．国内小売市場と PB 商品の動向 
 
（1）国内小売市場の動向 

 1990年代後半から日本の小売業は閉塞感を強めている。前述の通り、日本の小売業と卸売業の事業

所数は減少傾向が続いているが、これは国内消費市場の量的縮小が大きく影響している。図表2は、国

内小売業の市場規模（年間商品販売額）の推移を指数でみたものである。金融危機による企業業績の

悪化が顕在化した平成9年（1997年）をピークとして、国内小売市場は頭打ち状態にある5。これまで

流通業の成長を牽引してきた総合スーパーや百貨店企業の業績不振は顕著であり6、こうした小売業の

成長を阻害させる要因が近年の日本には複合的に作用しており、複数の重要な要素がこれまでの消費

行動のパターンを大きく変化させている。 
 

図表 2．国内小売業の市場規模の推移 （平成 3年の市場規模＝100） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：経済産業省「商業統計表」より作成 

                                                           
5 平成 9 年（1997 年）の小売業の年間商品販売額は、147 兆 7431 億円であり、この年をピークに平成 19 年（2007
年）では 134 兆 7054 億円まで減少している。小売業の従業者数をみると平成 11 年の 802 万人（就業者数では 852
万人）をピークに減少し、平成 19 年では 757 万人（同 806 万人）となっている。 
6 スーパーの市場規模は、平成 9 年の売上高を 100 とした指数でみると、平成 15 年を除いて減少傾向が続いてお

り、直近の平成 21 年の指数は 76.1 となり平成 9 年の売上高の約 4 分の 3 にまで減少している。同様に百貨店市

場は、平成 9 年から平成 21 年まで一貫して減少が続いており、平成 9 年を 100 とすると平成 21 年は 72.2 まで減

少しており、スーパー以上に減少幅が大きくなっている。 

100.0 100.7

103.8

101.1

94.9
93.7

94.7

90

95

100

105

H3 H6 H9 H11 H14 H16 H19



－ 120 －

たとえば、人口構造の変化をみると、平成17年に日本の人口は戦後初めて前年を下回り、この年を

境に日本は人口減少社会に突入している。高齢化の進展も顕著にみられ、生産年齢人口が前回調査（平

成12年）に比べて2.5％減少しているのに対して、老年人口は16.7％増となっている（総務省2005年

国勢調査）。また、家庭の消費支出をみると、平成21年の総世帯の消費支出は1世帯あたり1カ月平均

253,720円で、前年に比べて名目では2.9％の減少となっている（物価変動の影響を除いた実質では

1.4％の減少、総務省2009年家計調査）。2000年代に入り約1割（約2万円）減少していることになるが、

注目すべきは消費それ自体の質も大きく変容しているという点である。消費支出に占める財とサービ

スの構成比をみると、2009年度では財への支出は全体の56.0％（前年比0.1減）に対してサービスへ

の支出は44.0％（同0.1増）となっている。20年前の1989年をみると財への支出が63.3%、サービスへ

の支出が36.7％であり、20年間を通してサービス支出の構成比は上昇し続けている（総務省2003年家

計調査）。 

このような環境変化の中で縮小し続ける市場において、小売業は生き残りをかけた合従連衡を加速

し、わずか 10 年ほどの間に小売業の競争構造は大きく様変わりした。たとえば、スーパー業界の競

争構造をみると、同業界は長い間、ダイエー、イトーヨーカ堂、西友、ジャスコ、ニチイの上位 5 社

が支配してきたが、この 10 年の間にセブン＆アイ・ホールディングスとイオンの 2 つの巨大流通グ

ループが誕生した。その他の小売構造の変革として、西友の経営権を獲得したウォルマート・ストアー

ズをはじめとする巨大流通外資による本格的な日本市場への参入やスーパーセンター等の新業態店舗

の発展により、激しい業態間競争が展開されるにいたった。このように小売業間の競争が激化すると

き、通常展開されるのは価格競争である。小売業にとってコスト削減と効率化を図り、価格での競争

力を持つことはいうまでもなく重要なことである。価格は品揃えや品質と同じく重要な競争手段であ

り、価格競争それ自体は当然の経済行為であるが、現在の日本では過剰ともいえるレベルでの低価格

競争が日本全体に広がりつつあり、価格競争に勝利しなければ生き残れないという強迫観念が日本全

体に広がっていることを問題視しなければならない（三村 2010）。過剰なる価格競争は、消費者の価

格志向を増幅させるとともに、価格引き下げ効果の逓減に繋がるものであり、低価格水準で消費者の

値頃感が形成されると、再度の価格引き上げは困難になり、その結果、売上減・利益減の負のスパイ

ラルに陥る可能性がある（三村 2010）。小売競争における売価訴求は不可避な競争要因に位置づけら

れ、たしかに消費者の店舗選択において価格は大きな影響要因であることは間違いないが（本藤 

2010）、現代の多くの流通業が過剰なる価格競争による負のスパイラルに陥り、縮小する市場におい

て不安定な経営に直面している。 

 このように厳しい経営環境に見舞われている小売業に求められるのは、需要の多様化・変動化への

適応力の向上と、それに基づいた魅力的なマーチャンダイジングの展開である。競合企業との差別化

を図るうえでもより自主的なマーチャンダイジングのなかで、PB 商品の戦略的な展開が求められて

いる。 
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（2）PB 商品の本格的普及 

2008 年度は、日本において PB 商品の注目度が急激に高まった年であった。前年 2007 年 5 月にセ

ブン＆アイ・ホールディングスからグループ会社共通の PB 商品「セブンプレミアム」が発売された

ことが、普及の大きな契機となった。また、同時期に PB 商品で先行するスーパーマーケットやコン

ビニエンスストアを展開する大手流通業を中心に、ホームセンターやドラッグストアなどさまざまな

業態で多様な製品分野の PB 商品の開発が活発化した。このように同時期に PB 商品へ注力する流通

業が増加した背景には、2007 年後半からみられた原油・原材料価格の高騰と 2008 年秋に発生した米

国のサブプライムローン問題に起因する世界的金融危機と経済不況といった市況の大幅な変化が強く

影響している。世界的な原料高への対応として、2007 年から 2008 年にかけて既存製品の値上げに踏

み切るメーカーが相次いだ。とくに、PB 商品の主要カテゴリーである食品分野や日用品分野などの

生活関連品の値上がりが 2008 年から顕著になった。当時の報道で注目されたのが、カップ麺や即席

袋麺の業界をリードする日清食品の動向であり、同社は麺類の原材料である小麦に加え、包装資材な

どの資材価格の高騰を理由に主力商品カップヌードルなどの商品価格を 1990年以来 17年ぶりの値上

げに踏み切り、2008 年 1 月 1 日から関連商品について 10%前後の値上げを実施して話題となった。 

図表 3 は同時期の消費者物価指数（CPI）であり、これまで比較的安定して推移してきた消費者物

価指数は急激な上昇をみせており、2007 年の 9 月から 2009 年 1 月まで 16 カ月連続で前年同月期を

上回っている。消費者物価指数の上昇幅は購入頻度の高い生活必需品ほど大きく、これによって消費

者の節約志向は強まり、値上げする NB 商品に対して「割安感」が強調されてきた PB 商品が支持さ

れるにいたった。また、原材料価格の高騰により NB 商品の値上げが相次ぐ中で、同年秋にはリーマ

ン・ブラザーズの破綻などを契機に世界的な経済不況に突入し、消費者の生活防衛意識は一層強まり、

PB 商品にさらに有利な状況ができあがった。 

 

図表 3．消費者物価指数の推移（総合・全国／前年同月比：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「消費者物価指数」より作成 
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今回の PB 商品のブームは、日本における経済環境と消費者を取り巻く環境の大規模な変革により

低価格 PB の拡充に力を入れる流通業が一気に増加したことが背景にある。品目数においても、売場

の露出量においても PB 商品は着実に増加しており、多くの小売店頭では NB 商品の棚割スペースを

縮小する一方で、これまで NB 商品が占拠してきた優位な陳列棚に PB 商品が席巻しはじめ、エンド

などへの PB 商品の大量陳列が目立つようになっている。このような流通業の PB 商品への積極的な

取組みにより、2008 年の春以降、PB 商品の売上高は急上昇している。たとえば、イオンの PB 商品

「トップバリュ」の袋麺は、前述の通り日清食品をはじめ各社による値上げを追い風に高い支持を集

め、2008 年 4 月では前年月に比べて 6 倍売れたといわれる（日経 MJ 編 2009）。同時期から多くの

流通業が PB 商品を競争力強化の柱に据え、この 3 年ほどでその市場は約 2 倍に膨張している。こう

した動向に伴い、従来 PB 商品の開発には消極的だった業界のトップブランドを所有する大手メー

カーも次々と PB 商品の開発に協力しているのがここ数年の PB 市場の特徴である7。 

ただし、多くの流通業が PB 商品を取り扱う状況になる中で、いまや PB 商品であれば無条件に販

売実績が高まる状況ではなくなっており、そのために消費者から一定以上の支持を得られる PB 商品

への絞り込みが顕在化している（菊池 2010）。従来のような NB 商品と PB 商品間での競争だけでは

なく、PB 商品間の競合関係が強まってきている点も今日の PB 商品市場の大きな特徴である。 

 
 
３．PB 商品の開発動機 
 
小売経営は、消費者のニーズに応えるべく商品の仕入れと取り揃えを行い、それを消費者に販売す

ることを一般的な業務とする。したがって、当然のことながら小売経営は、あくまで“商品”を客体（事

業手段、事業媒介物）とした事業であり、商品に関する計画、すなわち “商品化計画” をどのように

推進するかが、小売経営の業績を大きく左右することになる（宮下 1996）。このような、小売業の品

揃え計画や商品開発計画など “商品” に関する戦略は、一般的に「マーチャンダイジング戦略」と呼

ばれる。食料品を扱うスーパーマーケットのマーチャンダイジング戦略においては、食料品と日用雑

貨品を中心に多くの商品カテゴリーを取り揃え、ドラッグストアの場合は、医薬・化粧品から日用雑

貨、食料品までの商品種を多数取り揃えることにある。小売業のマーチャンダイジングにおいては、

ブランド・ミックス（brand mix）戦略が重要とされている。ブランド・ミックスには 2 つの意味が

ある。1 つは同一品種の商品において複数メーカーの商品を取り揃えるという意味でのブランド・ミッ

クスであり、もう 1 つの方向は、メーカーによるブランド商品（NB 商品）とスーパーマーケットや

ドラッグストアが自社で開発した商品（PB 商品）をミックスするという意味がある（宮下 2002）。

現代の小売業のマーチャンダイジング戦略では、同一品種内における NB 商品と PB 商品とのブラン

ド・ミックス戦略の重要性が一段と高まっている。 
                                                           
7 従来の PB 商品は、一般的に業界下位メーカーが生産を受託することが多かった。メーカーにとって PB 商品は

価格は安いもののマーケティング費用をかけずに販売量を増やすメリットがあり、その一方で多額のマーケティン

グ費用をかけてブランド力を強化してきたメーカーにとっては、自社ブランドの販売量低下を招くことに繋がり警

戒心を強めてきた。 
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NB 商品の戦略においては、メーカーが自社で開発するＮＢ商品をできるかぎり多く消費者に買っ

てもらうために、何よりもまずその製品が小売店頭在庫の中に組み入れられなければならない。その

ためにメーカーは、流通業者への売り込みや広告などさまざまなマーケティング手段を展開すること

になる（上原 1999）。このような製造企業の努力により全国的に知名度のあるＮＢ商品は、小売業が

それほどの販売努力を行わなくても一定の売上を達成することができる。つまり、マス広告などによ

り事前に消費者に商品やブランド知識を与える NB 商品は、小売業にとって高回転商品でもあり、か

つセルフサービス方式の販売に適した商品である。しかし、小売業の売上に大きな貢献をしてきた

NB 商品は、回転が良い商品であっても単品当たりの粗利益率はあまり大きくないという特徴がある。

しかも自社のみでの販売というわけにはいかず、競合店舗でも扱われているのが一般的であり、その

結果、価格競争が生じやすい。また、NB 商品は大手流通企業においてロスリーダー（目玉商品）に

もなりやすい。これは、自店の集客数を高めるための方策であり、個別品目の小売価格を極端に低く

設定して販売される商品のことである。したがって、もともと高い粗利益率を見込めない NB 商品が

価格競争に巻き込まれると、小売店にとっては予定の利益を計上することが困難になる。 

このような NB 商品の課題を解決するための有効な手段の 1 つに流通業によるオリジナルブランド、

PB 商品の開発がある。PB 商品の開発機会が大きくなるのは、これまでの日本もそうであったように、

ある国や地域の景気が低迷ないしは後退した時期に消費者の支持が高まる傾向があることがこれまで

多くの研究者によって指摘されてきた（Hoch and Barerji 1993 ; Nandan and Dickinson 1994 ; Hoch 

1996 ; Quelch and Harding 1996 ; Lamey et al. 2007）。景気の後退により消費者の節約志向が高ま

り、低価格商品への需要が高まることになる。こうした消費者の低価格志向に対応して、安い小売価

格を設定した商品としての PB 商品への需要・必要性が高まり、流通業はこぞって NB 商品と比べて

低価格での販売が可能な PB 商品に力を入れることになる。これが PB 開発を要請させる第一の動機

である。 

一方で、消費支出の低下にともない消費市場そのものが縮小する。人口減少社会に入った日本では、

構造的に縮小していく消費市場にどう対処していくか、という点が小売経営の重要な課題になってい

る。消費市場の縮小とともに小売競争は激化していくが、そこでは主に価格を中心とした競争戦略が

展開されているのが今日の小売競争の特徴である。ディスカウントストアの発展にともない、特に

NB 商品の低価格競争が激しくなり、小売業の業績は低下傾向にある。特売価格として極端に低価格

にしたロスリーダーを設定し、それをチラシ広告に掲載して広く消費者を店舗へ誘引し、店頭で関連

購買をさせることで収益の均衡を図るマージン・ミックス戦略がスーパーマーケットを中心に採用さ

れてきた。その結果、NB 商品の安売り競争が激しくなり、NB 商品の価格面・品揃え面どちらも他

店との差別化が困難になってきている。こうした熾烈な同質化競争を脱却するために、小売業は自店

のみで販売する PB 商品を差別化戦略の手段として活用していくことの必要性が高まり、競合他社と

は差別化される新しく独自のブランドを開発することで集客力を向上させ、また、当該ブランドへの

ロイヤルティを確立することで店舗への顧客固定化を実現していくことが期待される。すなわち、PB

商品は小売企業の仕入原価を下げることで粗利を確保するとともに、他の小売企業では販売できない 
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図表 4．現代における PB 商品の開発要請 

という差別性を実現する手段であり、同時にメーカーに対しては製造原価を把握し、交渉力を高める

ことができるという役割が期待されてきたという歴史的経緯がある（加藤・崔 2009）。PB 商品は、

同業他社との水平的競争に加え、メーカーとの垂直的競争においても優位性を構築する役割を果たし

ているのである8。 

このような一連の動機を背景に、日本においても欧米諸国においても、とくに有力なチェーンストア

において積極的に PB 商品の開発が試みられてきた。図表 4 は有力流通業が PB 商品を開発する動機

を整理したものである。景気の後退と縮小する消費市場を主たる要因として、消費者の意識と小売市

場は、ここで記しているような変化をすることになる。上述の通り、小売市場の変化から PB 開発の

要請は高まるが、これと同時に PB 商品に対する消費者評価の高まりが PB 普及の原動力となる。 

流通経済研究所が実施した消費者調査では、PB 商品の購入者のうち 61％が 1 年前に比べて PB 商

品の購入金額が「増えた／やや増えた」と回答しており（「減った」は 4％）、最頻購入銘柄（最もよ

く購入した銘柄）が「増えた／やや増えた」と解答している人は同様に 6 割近く存在しており、特に

「味や品質がよい」「節約する必要性が高まった」などを評価しており、節約志向のなかで PB の味や

品質を許容できると感じた人たちが積極的に購入した様子が窺える（重富 2009）。近年の PB 商品は

消費者から価格だけではなく品質面の評価が高まっているのが特徴である。後述のようにセブンプレ

ミアムでは製造元の有力メーカーの名称をパッケージに明記するなどして、当該商品の品質評価やコ

スト・パフォーマンスを高める努力を行っている。過剰なる価格競争により、NB 商品との価格優位

性が薄れてきていることもあり、今日の PB 商品は安さ一辺倒から付加価値商品の強化へと競争軸は

移行している。 

                                                           
8 流通業者がPB商品を開発することにより、商品流通の主導権を掌握することができるという大きな意味を持つ。

NB 商品の流通の主導権が生産者にあるのに対して、PB 商品のそれは一般に流通業者にある。したがって、それ

だけ小売市場の独立性は高まることになる（関根 2000、p.103）。 

景気の後退 収益の低下
粗利益確保の

必要性

小売競争（シェア

競争）の激化
価格競争の激化

縮小する消費市場
同質化競争の

進展
差別化による集
客向上の必要性

PB商品の
開発要請

消費者の節約・生活防衛意識の高まり 低価格需要とPB評価の高まり

【小売市場の変化】

【消費者意識の変化】
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４．日本における PB 商品の開発過程 
 
（1）黎明期から 1990 年代の PB 商品ブーム 

空前の勢いで拡大した PB 市場であるが、この PB ブームは平成に入って 2 度目となる。それ以前

にも何度か PB ブームなるものが日本でもみられた。日本の PB 商品の発祥は諸説あるが、PB 商品普

及の牽引役として常に先頭に立ってきた企業はダイエーであり、同社が PB 商品のインスタントコー

ヒーを発売したのは 1961 年にさかのぼる9。同社はその後も「よい品をどんどん安く」のスローガン

を具体化するために、グループをあげて低コスト化に全力を挙げ、食品、衣料品、日用雑貨に PB 商

品の導入を強化した。70 年代にはこれらに続く第 4 の柱として家電製品の開発を強化し、「ブブ」と

いう名称のもと自社ブランドの家電製品の開発に取り組み、カラーテレビやカセットテープレコー

ダーの販売は大きな話題となった10。70 年代では成長著しい大手流通企業に協調し、PB 商品を共同

開発する製造企業も多くあらわれ、PB 商品は一定の人気を得ることになった。しかし、70 年代、80

年代においては想定されていたほど PB 商品は普及をみせなかった。70 年代では 1973 年秋の石油危

機以降、消費者の価値観が多様化、個性化し、以前ほど価格を重視しなくなり、品質や機能、信頼性

を訴求するようになった（日経流通新聞編 1993）。80 年代の初頭で中内功社長は NB 商品回帰を宣言

して PB 商品の見直しを行い、「PB 商品の比重を高め、NB 商品の売り上げを抑えることに力を入れ

てきたが、行き過ぎると消費者の支持を失う」と説明している11。この時代の PB 商品は、NB 商品の

低価格・低品質の代替品と特徴づけることができる。 

平成における 1 回目のブームは、1990 年代前半から半ばにかけてであり、バブル経済崩壊後の円

高不況とともに始まった。やはりこの時期においても経済不況による個人消費の冷え込みが PB 商品

を普及させる大きな要因になっている。1993 年から 94 年にかけてダイエーを中心とするスーパーの

低価格 PB 商品が猛威を振るった。PB 商品普及の先駆的な存在であるダイエーはこの時期、93 年 2

月期決算で上場以来初めて減収減益決算に直面し、1985 年に発売された「日用必需品で、品質が良く、

低価格な商品」をコンセプトにした「セービング」の見直しをはかり、品揃えを強化した。 

図表 5 はこの時期の大手量販店の PB 販売実績を比較したものである。ダイエーは前述の通り 80

年代半ば以降、利益貢献度の低い商品、競争力のない商品を大幅に削り、PB 商品の売上比率は 13.1％

になっている。同社の PB 商品の代表格である「セービング」ブランドは 1 品目あたり 1 億円以上の

販売を見込める商品を開発することが前提となっており、当時のセービングブランドのアイテム数は 
                                                           
9 当時、中内功氏のリーダーシップのもとで多店舗展開で先行していたダイエーにとって、価格決定権をメーカー

から奪うための武器として、PB 商品が非常に重要な意味を持っていた（日本経済新聞社、2009 年、p.164）。 
10 1970 年の年末に発売された 13 型カラーテレビは 5 万 9800 円（当時の松下の同型正価は 9 万 9800 円で、実売

価格は 8 万円台）の衝撃的な価格で大きな話題となった。「ブブ」の開発で手を結んだのが中堅家電メーカーのク

ラウンであり、翌年 1971 年からダイエーはクラウンへの資本参加を決断した。ダイエーにとって初めての製造業

者の系列化であった。しかし、クラウンが生産を担当した一連のダイエー向け製品の販売は思うように伸びず、

1976 年 7 月には「ブブ」ブランドはダイエーの店頭から姿を消した。この失敗はダイエーに貴重な教訓を残し、

中内はこれ以降、「工場を持たないメーカー」を商品開発の基本に置き、直接的な生産段階への介入とは一線を画

すようになった（日経流通新聞編、1993 年、p.135）。また、ダイエーの PB 開発の歴史やこれまでの PB 研究の

枠組みなどについては大野（2010）に詳しい。 
11 「日経ビジネス」1982 年 12 月 13 日号 
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図表 5．90 年代の PB ブームにおける大手量販店の PB 販売実績 （1994 年度） 

 

300 を超え、725 億円を売り上げている。また、この時期はバブル経済崩壊後の円高不況が日本経済

をおそった時期であり、これを契機に PB 商品は再び注目されることになったわけであるが、一連の

PB 商品が成功した背景には、過去の失敗の教訓が生かされている。70 年代・80 年代の PB 商品がさ

ほど定着しなかった要因の一つに、当時の商品は品質面で NB 商品に遠く及ばなかったり、価格が

NB 商品に比較して 1 割程度しか安くないなどのために NB 商品に特売されると太刀打ちできなくな

るという弱みがあった。しかし、90 年代は円高も追い風になり NB 商品と PB 商品の価格差は拡大し

た。たとえばダイエーが 92 年 3 月に発売した「セービング バレンシアオレンジジュース 100」は、

雪印ドールやキリン・トロピカーナなどの NB 商品の平均希望小売価格が 320 円に対して 100 円以上

の価格差に成功し、これが消費者の高い支持を獲得することになった12。この第 2 のブームといえる

90 年代前半の PB 商品は、価格差のみならず品質面の改善・向上が図られ、これまでの PB 商品の弱

みを克服し、消費者に魅力的な PB 商品として進化を遂げたことが大きな成功要因であった。 

ダイエーはその後も積極的に低価格 PB 商品の開発を図ってきたが、こうした PB 商品をはじめと

する小売業における価格競争は 1995 年以降転換点を迎え、当初の勢いは影をひそめてしまった。そ

の理由の 1 つには PL 法の施行に伴って小売業が製造物責任を負う PB 商品に対して慎重にならざる

をえなくなったこと、さらにはこれまで開発してきた PB 商品の一部が思うように消費者に支持され

なくなったことなどがその背景にある（野澤 2002）。 

 

（2）現代の PB ブームと主力 PB 商品の特徴 

この第2次ともいえるPBブームから10年が経過して、PB商品は再び店頭での存在感を強めることに

なった。現代のPBブームは、長引く不況や消費者の節約志向の高まり、あるいは小売分野における寡

占体制の強まりなどを背景として、2007年前半から始まり、いまや日本最大のPB商品に成長した

「トップバリュ」と同年5月に発売されたセブン＆アイ・ホールディングスの「セブンプレミアム」

が中心となって市場を牽引している。以下では、今日の主要PB商品の動向について触れ、今日的な 

                                                           
12 「日経ビジネス」1993 年 7 月 26 日号 

ダイエー イトーヨーカ堂 ジャスコ 西友

主なブランド
セービングなど

31ブランド
味鮮価など

トップバリューなど
約20ブランド

百選廉価など
7ブランド

PB商品売上高 ２３８７億円 約2000億円 1370億円 413億円

売上比率 13.1% 約13％ 12% 4.2%

品目数 4628 ― 約9000 約1900

※イトーヨーカ堂は非公表のため推定値
出典：「日経ビジネス」1995年5月22日号
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図表 6．主要な PB 商品の 2009 年度販売実績 

 

PB商品の特徴について考察していく。スーパー商材のPB商品の市場規模は、現在約2兆円と推計され

ているが、図表6に挙げた4大ブランドでそのシェアは7割強を占める。 

以下では、今日の2大ブランドである「トップバリュ」と「セブンプレミアム」の特徴や最近の動

向について整理する。 

 

① イオン「トップバリュ」 

イオンのPB商品の原点は1974年におけるカップ麺（ジェーカップ）を原点とし、現代の主力ブラ

ンド「トップバリュ」は衣・食・住のフルラインで約5000品目を数える。発売から15年が経過したトッ

プバリュは、2007年度まで一定の水準で拡大を遂げたが、その翌年2008年には前年比140％の3687

億円と大きな成長を遂げ、さらに2009年度では4424億円（前年比120％）にまで拡大している。取り

扱い品目数も年々拡大しているが、約5000品目のうち半分程度もの商品を1年間で見直しと新規開発

を行っている。大手メーカーに比べても格段に多い品目数を開発、販売しているだけに、一転して販

売不振に陥った時のリスクは小さくない13。そこで、イオンでは独自の需要予測や製販連携の体制を

構築し、既存のPB商品の場合は過去2年以上の販売実績から、24週間先までの需要を予測し、これを

月間、週間に落とし込み、PB商品の生産を委託するメーカー約200社に提供してメーカーはこれをも

とに生産計画を立てている。2009年度上期より低価格化を加速してきたイオンは、2010年に入って

NB商品の相次ぐ値下がりなどを受けて品目削減に着手しはじめ、全体の約1割削減させながら、年間

売上高10億円以上を売り上げるメガヒット商品の育成と拡充を強化している14。年商20億円の大型商

品は2009年では50品目を数えるが、2012年までにこれを300品目に充実させるなどの意欲的な拡大策

                                                           
13 PB という商品は、売上が急に鈍ると、需要拡大がコスト削減につながる現在の正のサイクルが、販売負担増と

いう負のサイクルに一気に転じかねないリスクがある。これは、PB は小売が製造委託先のメーカーから全品を買

い取るため、売れなければ小売側が在庫処分の責任を負うからである（日本経済新聞社 2009、p.52） 
14 日本経済新聞 2010 年 7 月 9 日朝刊 

イオン
セブン＆アイ・

ホールディングス
シジシージャパン

日本生活協同
組合連合会

主なブランド トップバリュ セブンプレミアム CGC コープ

PB商品売上高 4424億円 約3200億円 約2600億円 約4000億円

品目数 約5000 約1300 約1200 約4000

概要

価格帯や品種、商品
特性に応じた７つのブ
ランドを展開。今日の
PB市場を牽引。

2007年5月に登場。製
造企業名をすべて明
示したダブルブランド
が特徴

食料品から日用品ま
で16ブランドを展開。
加盟企業の合計売上
高が4兆円に達した

1969年に発売された
バターをPB第１号商品
として今日で約4000
の品目数を有する。

※イオンの実績は「イオン株式会社 第85期報告書」より
※セブン＆アイ、シジシージャパンの実績は『激流』2010年3月号より
※日本生活協同組合連合会の実績は『販売革新』2010年9月号より
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を明示している15。なかには、カテゴリー内で売上トップブランドになるPB商品も誕生しており、イ

オンのカップめん販売では、PBのトップバリュが販売数量、売上ともに1位になっており、その影響

でNB商品の価格も値下がるなど、PB商品が価格の指標となるプライスリーダーを握るまでに成長し

ている16。また、2010年度のトップバリュは品目数の絞り込みに加え、付加価値ラインの強化を図っ

ている。2010年から「ヘルシー（健康）」「エコ（環境）」「クオリティ（品質）」を切り口に商品を強

化している。付加価値ラインのサブブランドの充実化を図っており、たとえば野菜や果物における食

の安全危害最小化を目指した「トップバリュ グリーンアイ」、栄養バランスを最大限考慮した「トッ

プバリュ ヘルシーアイ」、産地から素材、製法、機能まで優れたものだけを厳選した高品質ブランド

「トップバリュ セレクト」など、低価格一辺倒ではなく付加価値型のPB商品を充実させる動きが加

速している。こうした動向は2010年度において他の流通小売業にも広がりをみせ、PB商品は新たな

競争の枠組みが構築されつつある。 

 

②セブン＆アイ・ホールディングス「セブンプレミアム」 

これまでPB商品を開発することには消極的だったセブン＆アイ・ホールディングスは、満を持して

2007年5月にイトーヨーカ堂やセブン－イレブン・ジャパンなどのグループ共通のPB商品「セブンプ

レミアム」の発売を開始した。発売時は9カテゴリー49アイテムを発売し、その後品目数と販売店舗

数の拡大を続け、今や取扱品目数は1000を超え、わずか3年足らずで3000億円規模までに育てている。

2010年2月末現在の販売金額は約3200億円で前年と比して約60％増となっている。イオンをはじめ多

くのライバル企業より後発でありながら、同社は有力なメーカーとの協力を次々と得ることに成功し

ている。なかでも従来はPB商品の受託に消極的だった味の素、ハウス食品、日本ハム、サントリーと

いった一流メーカーの協力を得ることに成功している点が注目され、直近ではソニーがリチウムコイ

ン電池などの電池10商品の開発を引き受けている17。PB商品は一般的に知名度でおとる業界の下位

メーカーが生産を受託することが多いが、こうした業界トップクラスの企業が相次いで協力している

実態は、国内で1万2500店、世界で4万店を有するセブンイレブンの販売力を中心にしたセブン＆ア

イ・ホールディングスの影響力の大きさを象徴している。また、2008年7月に発売したセブンプレミ

アムのウインナーとロースハム、ベーコンの3品は競合する食肉加工メーカー4社（業界最大手の日本

ハム、二番手の伊藤ハム、そしてプリマハムとはやしハムの4社）がセブン＆アイ・ホールディング

スと1つのチームを組んで、同一のPB商品を開発・生産するという業界の常識を覆す異例の体制で作

られている18。 

また、白と緑を基調とした清潔感と統一感のあるセブンプレミアムのパッケージの裏側には、製造

を受託しているメーカー名が必ず明記されており、これまでの PB 商品の常識を覆す戦略を発売以来

採用している。後発ながら圧倒的な存在感をみせるセブンプレミアムは、発売当初から有力メーカー

                                                           
15 イオン株式会社「ニュースリリース」2010 年 3 月 3 日 
16 「エコノミスト」2009 年 4 月 28 日号 
17 日本経済新聞  2009 年 12 月 20 日 朝刊 
18 「日経情報ストラテジー」2008 年 10 月号 
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と強固な関係を構築するなかで品質へのこだわりを徹底し、高品質を訴求するとともに、NB 商品よ

りも 2～3 割程度の安さを実現してきた。発売から 3 年が経過した 2010 年では、開発の主眼をこれま

で以上に高付加価値の提案に置き、800 ものリニューアルと新商品の開発でそれを実践していく計画

を打ち出している。2010 年 9 月末にはセブンプレミアムのワンランク上の品質を実現した「セブン

プレミアムゴールド」が発売された。セブンプレミアムゴールドは、専門店や繁盛店の商品と同等以

上の味・品質でありながら買い求めやすい価格をコンセプトとした PB 商品であり、圧倒的に品質を

高めた価値訴求型 PB 商品として、その育成に力をいれている19。 

トップバリュ、セブンプレミアムともに 2010 年度は開発のスピードを少し緩め、既存製品の刷新

を図り、価値訴求型の PB 商品の開発を強化していく中で競争力を高める構えを示している。価格や

品揃えでの差別化が困難になりつつある現代において、これからの商品開発では少しでも潜在部分を

取り込み、新しい価値を創造していかない限り、高い競争力を構築・持続させることは困難になって

いくであろう（宮下 2010）。今後、NB 商品も PB 商品においても 付加価値型の開発競争が一層激

化していくことが予想される。 

 
 
５．欧米諸国における PB 商品の発展 
 
世界的にみて 21 世紀最初の 10 年で PB 商品は急速な成長を遂げてきた。欧米の多くの小売業はこ

れからもさらに自社の PB 商品のシェアを拡大することを望んでいる（Kumar and Steenkamp 2007; 

Geyskens et al. 2010）。消費財分野においては、2000 年で 14％の PB 商品のシェアは 2010 年は 22％

になることが予測されている（Kumar and Steenkamp 2007）。地域別にみると、この時期に西ヨー

ロッパでは 20％から 30％、北米では 20％から 27％、日本は 2％から 10％へ伸長することが予測さ

れてきた。PB 商品の普及率が高い食料品に限定してみると、売上高に占める PB 商品の割合は 2004

年時点で 20％以上を占めており、2020 年までには 30％に拡大すると期待されている（M+M Planet 

Retail 2004）。最新の統計を国別にみてみると、PB 商品の販売シェア第一位はスイスで 46％、第二

位はイギリスで 39％、以下ドイツ 34％、スペイン 29％、ベルギー28％、フランス 27％と続き、ヨー

ロッパでとくに高い支持を得ていることがわかる。アメリカは 19％であり、日本は空前の PB ブーム

とはいえ 4％に過ぎない（M+M Planet Retail 2009）。ヨーロッパにおける PB 商品の競争軸は、1970

年代以降ジェネリックあるいは低価格低品質の PB から NB 商品模倣型 PB を経て付加価値型 PB の

時代へと移行を果たしている（Laaksonen 1994）。スイスが以前から高い PB 比率である要因は、市

場規模が極端に小さく、市場を支配している 2 大生活協同組合のミグロとコープの PB 比率が高いこ

とが理由とされる（矢作 2000）。第 2 位のイギリスは、小売市場での市場集中度がきわめて高いこと

を背景に、PB 商品のシェアは非常に高くなっている。とくに食品小売業の上位 5 社の市場占拠率は

80％に達している（桜井 2009）。同国最大手の小売業、マークス＆スペンサー（Marks＆Spencer）

                                                           
19 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス「NEWS RELEASE」2010 年 9 月 22 日． 
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では、店頭のほぼ全ての商品が PB 商品になっている。イギリスには大規模チェーンの大量購買力の

発揮に歯止めをかけるアメリカのロビンソン・パットマン法のような法律はなく、小売りチェーンの

大量販売・大量仕入れに対する強い動機づけが維持され、それがメーカーへの影響力を強め、PB 開

発を促進する要因になったという（矢作 2000）。イギリスにおいてはより多くのメーカーが特定のスー

パーマーケットとの提携に価値を見い出し始めており、たとえば P&G は「Physique」というブラン

ドをテスコに独占的に流通させ、ユニリーバも同様の取組みをセインズベリーと行っている

（Sternquist 2007）。市場集中度がもっとも高いイギリスでは、製造企業と小売企業との垂直的競争

の上で得られるコスト引き下げ、粗利益の引き上げが大きな狙いとなっている（白石 2010）。第 3 位

のドイツにおいてはハード・ディスカウントストアであるアルディ（Aldi）などが PB 市場を拡大し

てきた。同社の PB 商品のシェアは 90％と高く、その品揃えは缶詰・瓶詰などを中心とした加工食品

であり、それを低価格で訴求している点に特徴がある（白石 2010）。低品質低価格の PB 商品から付

加価値型の PB 商品に成長を遂げており、また、多くの小売業者は PB 商品を細分化し、品質の差に

よっていくつかのラインを用意したり、オーガニック製品のような特別なラインを設けている

（Sternquist 2007）。 

図表 7は、ドイツにおける NB 商品と PB 商品のシェアについて、1999 年と 2005 年を比較したも

のである。Premium brands, Market leaders, Seconds brands, Other brands の 4 つは NB 商品を意

味している。上述の Aldi を代表とする PB 商品は 6 年間で 50％の増加率に対してそれ以外の NB 商

品のシェアは減少傾向にある。NB 商品は PB 商品からというよりはむしろ NB 商品間で熾烈なシェ

ア争いが展開されたことにより、NB 商品のシェアをみるとマーケットリーダーのブランドは 8％の

減少（シェアにして 4％減）に対して、2 番手ブランドが 15％（シェアは 1.8％減）、3 番手以下の下 

 

図表 7．ドイツにおける NB 商品と PB 商品の変化 

23.4%
35.1%

28.2%
19.6%

13.1% 11.3%

23.5% 21.5%

11.8% 12.5%

1999年 2005年

Premium brands

Market leaders 

Second brands

Other brands

PB商品/Aldi

（+50％）

（-15％）

（+6％）

（-30％）

（-8％）

出典：Kumar and Steenkamp 
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位ブランドが 30％（シェアは 8.6％減）と減少幅が大きくなっている。NB 商品において唯一シェア

が増加しているのがプレミアムブランド（ここではマーケットリーダーの NB 商品の価格より高い

NB 商品が該当する）であり、PB 商品と比較して品質や機能面での付加価値が高いと認識される商品

でない限り成長を続けるのが難しいことがわかる。 

一方で世界一の市場規模を誇るアメリカの小売市場では、ヨーロッパに比較すると PB 商品の普及

率は約半分であるが、その販売額は約 10 兆円に及ぶ（Lincoln and Thomassen 2009）。アメリカに

おける PB 商品は、1970 年代の PB ブームから大型スーパーマーケットを中心に徐々にその品目を増

やし、とくに 1981年から 82年の経済不況の間に目覚ましい成長を遂げ（Quelch and Harding 1996）、

以来ほとんどの小売チェーンにとって他社との差別化を実現する有力な武器になっている。有力流通

業の PB 商品販売シェアは、売上規模第一位のウォルマート（Wal-Mart：3400 店）は SM カテゴリー

の品種（食品）のみで 17.6％、第二位のクローガー（Kroger：2500 店）はウォルマートの上を行く

27％、第 3 位のスーパーバリュ系のアルバートソン（Albertson：1250 店）は 17％、第四位のセー

フウェイ（Safeway：1750 店）は 25％となっており、上位 5 社の市場占拠率は 44％となっており、

これはヨーロッパに比較するとはるかに低いが、日本の食品小売業界の上位 5 社の占拠率 24％に比較

するとはるかに大きいことがわかる（桜井 2009）。 

日本の大手流通業における PB 商品の販売比率は概ね 10％を占め、これは欧米の有力流通業と比較

すると大きな差が存在しており、欧米諸国における PB 商品の浸透率が高いことが分かる。クローガー

の PB 商品シェアを販売数量ベースでみると 34％、つまり品目数の 3 分の 1 が自社製品で占められて

おり、これら有力小売業の PB 商品の占拠率は上昇中している。こうした PB 商品普及の背景には消

費者の意識変革が大きく影響しており、たとえば Deloitte(2010)の 2000 人以上のアメリカの消費者

を対象とした意識調査では、これまで NB 商品に高いロイヤリティを持ち合わせていた消費者の多く

がいまや PB 商品と NB 商品の間に重要な違いは存在しないということを認識しはじめて、PB 商品

へとシフトしている。また、調査対象の約 80％がたいていの PB 商品は NB 商品と同じ企業によって

つくられているということを知っており、本質的には同一のものだということを認識している（Deloit 

2010）。 

このように、今日のアメリカの食品小売業界は品揃えと店づくりを競う段階から、商品開発技術を

競う段階に移行しており（桜井 2009）、日本を含め世界的に現代の小売経営では PB 商品の成果が企

業業績を大きく左右する要素になっていることがわかる。 

 
 
６．まとめと展望  
 
日本において今後、PB 商品がさらなる発展をするかどうか予測するうえでは、とくに考慮しなけ

ればならない要素は 2 つある。第 1 の要素は、大型小売業ならびに有力卸売業の売上の集中化、寡占

化がより進展するかどうか、という点である。そして第 2 の要素は、PB 商品に対する消費者の評価

が今後より一層高まるかどうかである。 
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まず、第 1 の要素の大型小売業ならびに有力卸売業の市場集中化、寡占化の問題であるが、前章で

触れたようにとくに日本の大型小売業の場合、売上集中度も寡占度も欧米諸国と比較してまだ低いレ

ベルにあるのが現実である。相対的に上位集中度、寡占度が高い国ほど大型小売業による PB 商品の

開発が活発であり、そのような国ほど PB 商品の市場シェアが高くなっている。欧州諸国が大型小売

業への売上集中度は世界で最も高いと言われ、イギリスでは上位 5 社で約 8 割を占めている。アメリ

カにはウォルマートをはじめとする巨大流通業が多数存在し、これら企業の売上高に占める海外店舗

の比率が高いこともあって、アメリカ国内における上位 5 社の大手小売業の市場シェアはイギリスの

約半分ではあるが、日本のそれよりはるかに高くなっている。このような欧米における大型小売業へ

の売上集中度の傾向から、PB 商品の市場シェアは欧州が最も高くなっている。欧米諸国と比較する

と日本の PB 商品の市場シェアはきわめて低いのが現状であるが、今後の日本の小売業界はイオング

ループ、セブン＆アイ・ホールディングスの 2 強を中心に大手小売業間の企業統合等の再編成がより

進行し、大手小売業への上位集中化、寡占化がより一層進展することが予想され、それに伴う PB 商

品の市場シェアならびに普及はより一層増大するものとみることができよう20。 

また、本稿では触れていないが、有力卸売業の合併統合に向けた動きや PB 開発をめぐる動きもす

でに積極的に展開されており、今後の日本における PB 商品の普及に大きな影響力を持つものである。

卸売業界は小売業界同様に熾烈な市場競争が展開される中、利益確保の手段として、さらにはリテー

ルサポート活動の一環として PB 商品の開発を強化しており、これら卸売業界の動向については別の

機会にまとめたいと考えている。 

日本の流通業が今後いかに PB 商品の開発を積極化させたとしても、消費者が PB 商品に対する評

価をより向上させることができなければ、PB 商品の一層の普及、発展は困難である。PB 商品の弱み

として、消費者から実際の品質よりも低く評価されてしまうことがいくつかの研究で指摘されてきた

が（Kumar and Steenkamp 2006 ; Richardson, Dick, and Jain 1994）、この消費者評価の向上が日

本における PB 商品発展の究極の条件である。Ailawadi and keller (2004)が指摘するように、消費者

が PB 商品に対する知覚品質を変化することに成功することが、さらに PB 商品への支持者を拡大す

る大きな原動力につながり、NB 商品にとっては最大の脅威となるものである。 

ただし、すでに一部の調査データで論証されているように、近年の PB ブームと言われるような現

象の台頭もあって、日本の消費者は従来と比較すると PB 商品に対してかなり肯定的な態度を示して

きている。近年のデフレ経済時代において PB 商品の低価格は消費者にとって確かに魅力的であるが、

メーカーも PB 商品の価格を意識して NB 商品の価格を下げてきたことによって PB ブームはすでに

終焉したという見方が一部にあることは事実である。PB ブームが真に去ったかどうかの判断は難し

いところであるが、いかなる問題においてもブームという現象は一時的な盛り上がりを意味するもの

で、PB 商品の魅力も低価格だけではブーム的現象にすぎないが、近年の消費者にはむしろ商品価値

                                                           
20 ただし、PB 商品の徹底した低価格化や他品目化を積極的に行う総合スーパー等では PB シェアは向上していて

も業績は悪化している企業も少なくはない。こうした PB 商品が持ち合わせるリスクを十分に考慮していく必要が

ある。PB 商品開発のリスクに関する詳細は、根本（2009）を参照されたい。 
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への評価という本質面の評価に由来していることに注目すべきである。 

日本で流通しているすべての PB 商品がそのような高い評価を得ているわけではないが、最近の消

費者調査の結果をみるかぎりでは日本における PB 商品はブーム的現象はすでに過ぎて、むしろ着実

に一定の高い評価の下に定着を示しつつあるものといえるのではないだろうか。もしそうだとすれば、

その成果は、一部の有力流通業における商品開発手法しいてはマーケティング手法の向上によるもの

と理解することができよう。マーケティング手法の中で最も重要な商品開発は、消費者ニーズに関す

る徹底した科学的手法による分析、把握が大前提である。消費者に近い立場にいる流通業は、かつて

と比較して情報収集・分析力を著しく高め、近年の需要の多様化・変動化への適応力を拡大しつつあ

る。このような情報力と需要への適応力を自らの PB 商品の開発にいかに適応していけるか、そこで

は NB 商品にはない価値としての地域性や季節性等を重視した商品価値によって需要を喚起すること

が重要な条件であり、これの成果が PB 商品のさらなる発展・普及の鍵を握るであろう。 
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